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農林水産省・・・「食」と「環境」を未来へつなぐ
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農林水産省が担う政策分野

農林水産省が担う政策分野
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▼農林水産省は、「食」を中心に、産業政策、地域振興、インフラ、文化、外交等
の幅広い政策分野を総合的に担うため、「総合政策官庁」と呼ばれています。
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１．農林水産省ってどんなところ？
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① 食料をめぐる課題と政策

～国内外の食市場の変化と輸出促進～
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食料自給率の推移

▼我が国の食料自給率は、長期的に低下傾向で推移してきましたが、カロリーベー
スでは近年横ばい傾向で推移しています。

▼国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料需給等に不安定な要素
が存在していることを考慮し、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし､これ
と輸入及び備蓄とを適切に組み合わせることにより確保することが必要です。

食料自給率の目標
令和12年度(2030)

＜目標年度＞
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▼食生活の多様化が進み、国産で需要量を満たすことのできる米の消費が減少し、
飼料や原料の多くを海外に頼らざるを得ない畜産物や油脂類等の消費が増加した
結果、食料自給率が低下しました。

▼需要の変化に応じた生産の推進や、消費面においても、農業と食品産業の連携強
化等により、国産農産物の需要拡大を図ることも重要です。

食料消費構造の変化

8
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▼人口減少や高齢化に伴い、国内の市場規模は減少する可能性がある一方で、
世界の農産物マーケットは拡大する可能性があります。

農政を取り巻く状況の変化

人口減少・高齢化に
伴い、国内の食市場
規模は縮小の可能性

1億2,600万人
（1995年）

1億2,671万人
（2017年） 1億190万人

人口

83兆円
(1995年)

76兆円
（2011年）

飲食料の
マーケット規模

農産物貿易額
4,400億ドル
（約42兆円）
（1995年）

世界の食市場規模は
拡大の可能性1兆4,000億ドル

（約136兆円）
（2013年）

農業総産出額
10.4兆円
（1995年）

9.2兆円
（2016年）

20年前 現在 2050年

人口 57億人
（1995年）

74億人
（2015年） 98億人

＋32％

国

内

世

界

▲20％

14.5％
（1995年）

27.7％
（2017年）

高齢化率

飲食料の
マーケット規模
（主要国）

－ 340兆円
（2009年）

680兆
円

（2020年）
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② 農業をめぐる課題

～農業者と農地～
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▼日本の農業を支える基幹的農業従事者は、高齢化が進み、平均年齢は67歳です。

▼今後も昭和一桁世代のリタイヤや若い人材の他産業との獲得競争の激化等により、
大幅に減少する見込みです。

▼農業従事者減少に伴い、農地面積も、この50年で４分の３にまで減少しました。

農業従事者の減少・高齢化とそれに伴う農地の減少

展 望

資料：農林水産省「農林業センサス」

基幹的農業従事者：ふだん仕事として主に自営農業に従事した者。（家事や育児が主体の主婦や学生等は含まない。）
農業就業者：基幹的農業従事者及び雇用者（常雇い） 11
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資料：農林水産省「令和4年耕地面積」
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▼ 世代間のバランスのとれた農業就業構造の実現に向けて、青年層の就業者の増加
が喫緊の課題。

▼ 49歳以下の新規就農者数は、近年はおおむね２万人程度で推移。

12
農の雇用事業創設 青年就農給付金事業 創設

(現 農業次世代人材投資事業)

新規就農者数（49歳以下）の推移
（千人）

農の雇用事業
農業法人に就職した青年に対す
る研修経費として年間最大120
万円を最長２年間助成

農業次世代人材投資事業
（経営開始型）

50歳未満で独立して自営する認
定新規就農者に対して、年間最
大150万円を最長５年間交付

農業次世代人材投資事業
（準備型）

研修期間中、年間150万円を最
長２年間交付

（備考）１．農林水産省統計部「新規就農者調査」により作成。
２．H23～28年は、東日本大震災の影響で調査不能と
なった福島県の一部地域を除いて集計。

0

新規就農者の推移
東海農政局



③ 農林水産省の政策
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強い国内農業の創造

若い人が農業に参入
・高齢化する農業者

・減少していく農地

○ 現 状 ○ 目指すべき姿

なぜ、若い人が農業に入ってこないのか？

【目指すべき方向】

農業を職業の選択肢として魅力あるものに！

農業の成長産業化 ＝ 儲かる農業
14
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GFP(日本の農林水産物・食品輸出プロジェクト)

農林水産業の輸出力強化のための取り組み

▼輸出額は平成25年から９年連続で増加し、令和３年輸出実績は初めて１兆円を超えました。

▼2022年1月-12月の輸出実績は、過去最高を記録しました。

▼輸出に向けて、グローバル産地づくりや、輸出向け施設整備に対する支援などを推進しています。

15

GFPのサービス詳細
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農林水産物・食品の輸出額の推移



1 日本産食材サポーター店認定制度

2 海外における日本食・食文化発信の担い手育成（外国人料理人の育成等）
日本産品や日本食・食文化の魅力を発信し、我が国の食関連事業者等が海外展開をする際に
パートナーとなり得る人材を育成。

民間が主体となり、日本産食材を積極的に使用する海外のレストラン・小売店を「サポーター店」として認定する制度
を推進。日本産農林水産物・食品のユーザーである飲食店等を「見える化」し海外需要を拡大することで、輸出促進を図る。
実績進捗：8,838店（2022年12月末時点）

①日本料理の調理技能認定制度
②「日本食普及の親善大使」によるセミナー
③海外の外国人料理人を招へいした日本料理店研修
④日本人日本食料理人の海外展開支援事業
⑤海外料理学校との連携
⑥外国人料理人による日本料理コンテスト

外国人の日本料理の技術を
競い合う料理コンテスト
（和食ワールドチャレンジ）

日本料理店での研修料理講習会
(フェランディ料理学校)

3 トップセールスによる日本食・食文化の魅力発信

4 日本食･食文化の紹介映像の制作･発信
様々なメディアを活用し、日本産品や日本食・食文化の魅力
を発信する動画コンテンツを制作。
各国で発信するほか、5年間の利用権を確保し、農林水産省の
YouTube（maffchannel）での配信など、二次利用も実施。

国連総会
（2017年9月・NY）

ジャパンナイト
（2019年1月・ダボス）

【初音ミク】“OISHII” TRIP 【EURO NEWS】 Taste

総理、大臣等の国際会議出席や出張等の機会に合わせ、
日本産食材を活用したメニューのレセプションを実施。 和食レセプション

（2019年4月・ローマ）

海外への日本食・食文化の普及の取組

16
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世界トップレベルの「スマート農業」の実現に向けて

▼スマート農業とは、ロボット技術、AI、ICT等の活用により超省力・高品質生産を可能
にする農業です。

▼技術を早急に実用化・商品化し、農業者による実装を強力に推進しています。

スマート農業の例
・自動運転システム＋高精度GPS → 省力化、無人化により労働力不足を解消
・センシング技術＋ビッグデータ＋IoT+AI → 精密農業の実現により収量・品質を向上
・ロボット技術 → 重労働や危険作業からの解放により労働環境を改善

自動運転田植機
（農研機構実証ほ場（埼玉県））

農薬散布用ドローン
（（株）ローソンファーム新潟（新潟県））

・1haあたり10分で散布可能（従来作業で
は1haあたり1時間）
・大手農機メーカー等から販売中

・熟練者並の速度と精度で作業が可能
・2019年度以降実用化

・AIによる画像認識により、収穫適期の
果実を自動収穫
・大手メーカー等が開発中

自動収穫ロボット
（（株）浅井農園（三重県））

⇒我が国は、スマート農業に活用できる要素技術の特許出願件数が世界トップクラス

17
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農地の集積・集約化によるコスト削減

▼集積・集約化された農地で生産することで、コストを削減することができます。
▼農地の仲介者としての農地中間管理機構を活用するなどして、担い手への農地

利用集積率を８割にまで高めることを目標にしています。

小規模零細で所有権が分散した経営構造

農地の８割を担い手に集積

農地を
借りたい人

貸付け
貸付け
（転貸）

公的機関だから安心して貸せます。

ニーズに合わせて、まとまった
使いやすい農地が借りられます。

農地を
貸したい人

都道府県
農地中間管理機構
（都道府県の第3セクター）

都道府県
農地中間管理機構
（都道府県の第3セクター）

必要なら大区画化や果樹

の改植等の条件整備も行

います。
・ 出し手農家と個別に交
渉する必要はなく、機構
と相談することで農地が
借りられます。

信頼できる農地の中間的受け皿

18
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農林水産政策全体の方向性 ①

1919
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農林水産政策全体の方向性②
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２．東海農政局ってどんなところ？

21



東海農政局・・・農業政策を 岐阜・愛知・三重 で実施

北海道農政事務所（北海道札幌市）

東北農政局（宮城県仙台市）

関東農政局（埼玉県さいたま市）

本省（東京都千代田区霞が関）

北陸農政局（石川県金沢市）

東海農政局（愛知県名古屋市）
近畿農政局（京都府京都市）

中国四国農政局（岡山県岡山市）

九州農政局（熊本県熊本市）

農林水産本省で企画・立案した政策を適切に実施し、

地方公共団体等との情報交換等を生産者や消費者に

より近い現場で実行する

全国７ヶ所（仙台市、さいたま市、金沢

市、名古屋市、京都市、岡山市、熊本

市）に設置されている地方農政局の１つ

で、岐阜・愛知・三重の３県を管轄して

います。
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東海農政局の組織

局長

・

次長

企画調整室

総務課・会計課

消費・安全部

生産部

経営・事業支援部

農村振興部

統計部

県拠点

岐阜県拠点

愛知県拠点

三重県拠点

国営事業所

木曽川水系土地改良調査管理事務所

土地改良技術事務所

新濃尾農地防災事業所

矢作川総合第二期農地防災事業所 豊田支所

・国営事業の実施

・農業行政の企画及び広報

・公文書管理、職員の人事・給与・福利厚生、一般会計の経理、国有財産の管理

・消費者行政、食品表示法及びJAS法に基づく食品表示の監視、米穀の流通監視
農薬・肥料・飼料等の使用の適正化、牛トレーサビリティ、食育の推進

・農畜産物の生産振興等に関する各種指導・助成、米の需給調整、主要食糧の売買・管理、地方競馬監督、各種生産技術対策や
環境保全型農業の推進

・経営所得安定対策の推進、農業の担い手の育成、輸出の促進、食文化の振興、農林漁業の6次産業化や農商工連携の推進、
食品産業の育成・振興、農地政策の推進、新規就農の促進や女性の活動促進

・農業農村整備事業、農業水利の調整、多面的機能支払交付金、中山間直接支払交付金、農業振興地域制度、農地転用許可、
都市農村交流の推進、農山村地域の活性化、土地改良区の指導・監督、鳥獣害対策

・農林水産行政に必要な農林水産業及び農林漁家に関する統計調査の実施やとりまとめ、その結果についての報告書の作成

・農村振興部を除く各部室（企画調整室、消費・安全部、生産部、経営・事業支援部、統計部）の県担当機関

犬山頭首工管理所 中勢支所 長良川支所
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東海農政局管内地図（令和4年4月1日現在）

岐阜市

一宮市

犬山市

海津市

名古屋市

豊田市

安城市

津市

岐阜県拠点

新濃尾農地防災事業所

木曽川水系土地改良調査管理事務所
犬山頭首工管理所

木曽川水系土地改良調査管理事務所
長良川支所

・東海農政局安田庁舎（統計部・愛知県拠点）
・木曽川水系土地改良調査管理事務所

矢作川総合第二期農地防災事業所
豊田支所

矢作川総合第二期農地防災事業所

・東海農政局
・土地改良技術事務所

三重県拠点

木曽川水系土地改良調査管理事務所
中勢支所
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３．採用について
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採用について（行政区分）

●過去５年の採用実績（行政区分）

●採用後の配属先、勤務地や異動等
・採用後は東海農政局管内を中心におおむね２～３年毎に異動
・人材育成の一環として、農林水産本省での業務も経験
・様々な業務を経験をしながらキャリアアップを図る

●求めている人材について ひとえに人物本位で採用を行っております！
・情熱と積極性のある方（※成績の善し悪しや出身大学、性別は関係ありません）

３０年度
男性：４名
女性：２名

３１年度
男性：４名
女性：６名

令和２年度

男性：４名

女性：５名

令和３年度

男性：９名

女性：４名

令和４年度

男性：５名

女性：４名
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研修制度

農林水産本省

他地方農政局

等

東 海 農 政 局

係員クラス

係長クラス

本局（県拠点含） 国営事業所

課長補佐クラス

課長クラス

次長クラス

課長補佐クラ
ス

課長クラス

幹部クラス

研 修

係長養成研修
新規採用者研修

課長補佐等養成研修
係長ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修

課長補佐ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
研修

管理者研修

幹部研修

階層別研修 能力開発研修

ITパスポート研修

農村派遣研修

役職共通専門研修
用地事務一般研修
用地専門研修
管内用地・管理実務
研修
会計実務研修
会計事務職員研修

（財務省主催）
ｅｔｃ
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４．働き方・支援制度について
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職員の働き方（ワークライフバランス）

○ 女性国家公務員の採用状況

○ 職員一人当たりの超過勤務時間（一月あたり）

※農林水産省における女性の職業選択に資する情報の公表（令和2年8月）

農林水産省における直近の女性公務員の採用割合は、40％を超えています。

総数
(人)

143 168 155
201 212

212
228 229

244
287

0

100

200

300

400

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

45.2%

本省
（常勤職員）

24.2時間

地方機関
（常勤職員）

6.8時間

合 計 11.1時間

※令和２年における職員一人当たりの平均超過勤務時間数。

女性の割合

42,5%

40.3% 42.4% 40.4%
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各種支援制度

東海農政局

•６週間以内に出産する予定の場合、

及び出産の翌日から８週間を経過す

るまでの期間で取得可能

産前産後
休暇

•子が３歳に達する日まで、子を養育

するために認められる休業育児休業

•妻の出産予定日の６週間前の日から

出産の日以後１年を経過する日まで

５日以内で取得可能

男性職員
の育児参
加休暇

•子が小学校就学の始期に達するまで、

子を養育するために認められる短時

間勤務

育児時間

• 配偶者、父母、子等で負傷、疾病又は老

齢により２週間以上にわたり日常生活を

営むことに支障がある者の介護をする場

合に取得可能

介護休暇

•育児・介護又は修学する職員が勤務

時間帯をずらせる（早出又は遅出）

制度

早出遅出
出勤
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５．若手職員からのメッセージ
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東海農政局Webページにおいて若手職員からのメッセージを紹介しております！



若手職員からのメッセージ（1年目職員）
東海農政局

１．担当している業務

総務事務全般を幅広く行っています。

２．東海農政局を志望した決め手は？

大学で履修していた女性学の講義のなかで「農業女子PJ」というものを知
りました。そして若い女性の職業選択の一つに農業が位置づけられるよう
な社会を築きあげる過程に携わりたいと思いました。また、参加した説明
会で東海農政局の雰囲気の良さに心惹かれて入省を決めました。

３．入省前と入省後で感じた
ギャップは？

入省前はお堅い感じなのだろうと
いう漠然としたイメージがありま
した。しかし入省してみると、フ
レックスや育児のための制度を
使っている方が多くいて、さまざ
まな制度を活用しメリハリをつけ
て勤務していることにギャップを
感じました。

４．受験生の皆さんへアドバイス

業務についての不安はもちろんあると思います。しか
し内容については入省後、上司や先輩に教えていただ
けます！ですので最終的な就職先を選ぶ際には「好き
なこと」や「（少しでも）興味があること」を優先す
るのが良いのではないでしょうか。そのためにはでき
るだけ多くの説明会などに参加してみましょう！きっ
と思いがけない出会いもあると思います。その中で東
海農政局をお選びいただけたら嬉しいです。お待ちし
ております！

令和４年度入省職員
総務課

総務係員
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東海農政局

１．担当している業務

東海農政局の輸出に関するHPの
更新などを行っています。

２．東海農政局を志望した決め手は？

東海農政局の座談会に参加したときに、部屋まで案内してくれた方が「一次試験お
疲れ様！座談会は緊張しなくていいからね」と声をかけてくれました。このことか
ら、職員の方々の優しさを感じ取れたので、ここに入省しようと思いました。

３．職場の雰囲気

上司の方々がすごく優しいので
なんでも聞ける環境です。輸出
に関する知識がほとんどない状
態で、配属され、仕事内容も分
からないことだらけでしたが、
上司の方が丁寧に教えてくださ
るので、楽しく仕事をすること
ができています。

４．就活中のみなさんへメッセージ

就活では、心配なことや、不安なことが多く辛い
と思いますが、数か月後に自分が働く姿を想像し
ながら、最後まであきらめずに頑張ってくださ
い！
自分が興味のある官庁をたくさん見て、たくさん
調べて、たくさん学んでいく中で、東海農政局に
興味を持って頂けたら嬉しいです。気軽に説明会
や座談会に足を運んで、東海農政局のことをたく
さん知ってください。皆さんの就活が満足して終
れることを願っています。

令和３年度入省職員
経営・事業支援部

輸出促進課
海外展開支援係

若手職員からのメッセージ（２年目職員）
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若手職員からのメッセージ（本省勤務中）
東海農政局

１．担当している業務

大臣等が出席するハイレベルな会合や動
植物の検疫協議などの国際案件に関して、
関係部局と消費・安全局内の各課との間
の調整事務を担当しています。

２．本省勤務になってからの変化、印象に残っていること

私の担当する国際調整事務は、消費・安全局の方針を適切に省内外へ発
信するための架け橋となり、責任が伴うものです。同僚や上司は局とし
ての意見を正しく反映させるために、強い信念を持っている方たちばか
りで、日々良い刺激を受けて仕事をしています。
また、局には農学や化学を専門とする方や獣医職の方など、多様なバッ
クグラウンドを持つ職員が所属しています。そのような環境で仕事をす
るなかで、食品安全や検疫等の専門的な知識が増え、国内外の潮流を肌
で感じられるため、貴重な経験をしているなぁと実感しています。３．学生時代にやっておくべきこと

友達をたくさん作ることだと思いま
す。入省してからは、同期や先輩と
知り合うことはありますが、外部の
人と出会うことはそこまで多くない
のが社会人の現実だと思います。学
生時代にできた交友関係は一生モノ
です。たくさん仲間を作って、たく

さん遊んでください。

４．就活中のみなさんへメッセージ

就活中は悩みばかり増え、不安な日々が続くと
思いますが、立ち止まって自分を見つめ直すこ
とができる良い機会でもあります。悩み抜いた
ら、自分の直感を信じて最後まで頑張ってくだ
さい。東海農政局で会えることを楽しみにして
います！

平成31年度入省職員
消費・安全局

食品安全政策課国際基準室
国際調整第1係員 34



ご覧いただきありがとうございました！
東海農政局

何か分からないことがあれば、お気軽にお問い合わせください！

東海農政局総務課

人事第１係 玉舎、近藤

【電話番号】０５２－２２３－４６１３
【メールアドレス】jinji_tokai@maff.go.jp
【Ｗｅｂページ】

https://www.maff.go.jp/tokai/somu/jinji/recruit/index.html

ＱＲコードからもアクセスできます
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